













Current State of a Community-based Renewable 
Energy Project and Related Issues: 
 Reconsideration of an Integrated Business Model 




 The rapid expansion of renewable energy since the 2012 introduction of the Feed-in Tariff (FIT) 
law has highlighted that most related facilities stem from initiatives such as mega-solar development 
by external or multinational companies rather than being endogenous to local communities.  Challenges 
associated with regional regeneration based on renewable energy must be addressed, but local enterprises 
face a variety of difficulties in this regard.
 This paper first outlines how the renewable energy business and its environment have been since 
the enforcement of the FIT law.  This is followed by a review of the Integrated Business Model for 
Community-based Renewable Energy proposed by Professor Harutoshi Funabashi et al. as a basic approach 
capturing the process of community-based renewable energy projects.  Then, with focus on issues related 
to financing, the paper describes the results of a financing trend survey of local financial institutions and a 
public opinion survey, both conducted in Japan’s Tohoku region.
 Due to the trend of financing by local institutions, local banks have a generally positive attitude 
toward renewable energy project financing. Meanwhile, shinkin banks and credit unions (which form the 
core of community-based financial institutions) have developed a variety of attitudes toward renewable-
energy finance compared to those of local banks. A public opinion survey conducted from 2012 to 2014 
revealed two of the trend; 1) the people interested in the local community and energy issues,  2) the use 
of renewable energy at the homes, created a positive attitude toward investment in community-based 
renewable energy projects. This indicates that the needs of community-based renewable energy project 
support are shifting toward the development of more concrete methods based on specific knowledge and 
problem resolution.
Keywords: Renewable energy, The Integrated Business Model for Community-based Renewable Energy, 
Financing, Local finance, Supporting community-based renewable energy project
























































































識を示しておこう（茅野 , 2014, 2015, 2016 近
刊）。




時点での出力約 1500 万 kW に対して、2014 年
には出力約 3500 万 kW に迫る勢いで成長を続け
ている（環境エネルギー政策研究所 , 2015）。こ
れは導入済み容量で、経済産業省が認定した設
備容量は、全発電種をあわせて出力 8767 万 kW
にのぼる（2015 年 3 月時点）2）。ただし、この






























ぞる形で導入が進んでおり、2015 年 3 月時点で





業の詳細に関するデータ（2014 年 11 月まで）に
基づくメガソーラーの事業者類型分布によれば、
外資系を含む県外の事業者が進出するケースが多
く、県内との合弁を含むと出力ベース 5）で 8 割
近くに及ぶ（茅野 , 2015:192）。FIT の政策的効
















































　「統合事業化モデル」は、2009 年 10 月から











































































（鳥取県、2012 年 1 月）、「榛東村自然エネルギー
の推進等に関する条例」（群馬県、2012 年 4 月）、
「湖南市地域自然エネルギー基本条例」（滋賀県、
2012 年 7 月）、「飯田市再生可能エネルギー導入
による持続的な地域づくりに関する条例」（長野

















































ク形成を促進し、2014 年 5 月、「全国ご当地エネ
ルギー協会」が発足した 13）。
　 こ の 他、 コ ミ ュ ニ テ ィ パ ワ ー の “Good 
Practice” の情報集積と啓発は、高橋（2012）、











ある（深津 , 2013 など）。地域に根ざした再生可
能エネルギー事業を目的とする場合、法人格とし
ては株式会社、合同会社、有限責任事業組合、一
図 1　「統合事業化モデル」の実施フロー（舩橋他 , 2012:37 を改変）












































































































































































　そこで筆者は、2013 年 11 月に、東北 6 県に
本社を置く金融機関 56 社（銀行 15 社、信用金
庫 27 社、信用共同組合 13 社 27）、労働金庫 1 社）
を対象に「再生可能エネルギー事業に関する地域
金融機関の融資動向に関するアンケート調査」を





60.0％（15 社中 9 社）、信用金庫が 85.2％（27












100％（9 社）、信用金庫では 65.2％（23 社中 15









は 1 ～ 3 件が 12 社（42.8％）、4 ～ 10 件が 8 社
（28.6％）、11 件以上が 8 社（28.6％）という結








大値が 40 億円、最小値は 1.75 億円（平均値は
17.7 億円）、信用金庫では最大値が 5 億円、最小
値は 750 万円（平均値は 1.26 億円）、信用組合



















































ト・ファイナンスについては、43 社中 10 社
（23.3％）が実施経験ありと回答した。内訳は、
地銀・第二地銀 7 社（9 社中、77.8％）、信用






































































預金量（円） 2 億円 4 億円 6 億円 
図 2　経営規模と最大融資金額との関係（地銀・第二地銀、n ＝ 8）
図 3　経営規模と最大融資金額との関係（信用金庫・信用組合、n ＝ 18）





たずねたところ、回答のあった 9 社のうち 5 社
（55.6％）が「実績がある」と回答した。
②動産・売掛金担保融資（ABL、Asset-Based 
Lending の 略 ） に つ い て は、43 社 中 25 社
（58.1％）が実施経験を有していた。内訳は、
地銀・第二地銀 9 社（9 社中、100％）、信用金









二地銀 9 社（9 社中、100％）、信用金庫 8 社
（23 社中、34.8％）、信用組合 3 社（10 社中、
30％）であった。
④制度融資を活用した再生可能エネルギー関連
融資の実施経験があるのは 43 社のうち 10 社
（23.3％）にとどまった。内訳は、地銀・第二
地銀 7 社（9 社中、77.8％）、信用金庫 2 社（23





























































































































対象地域 実施時期 調査対象・母集団 回答数（回収率）
岩手県久慈市 2012 年 8 月～ 9 月 500 人・選挙人名簿 275 人（55.0％）
岩手県金ケ崎町 2013 年 6 月～ 7 月 700 人・住民基本台帳 383 人（54.7％）
岩手県北上市 2014 年 10 月～ 11 月 420 人・選挙人名簿 221 人（52.6％）















































































































public_sp.html（2015 年 12 月 10 日取得）
3） それだけでなく、経済産業省は発電コストの安い
事業者を優遇する入札制度の導入を検討してい













i w a t e . j p / d o c s / k a k u k a p a g e / s o u m u / 
20150501nousansonkeikaku.pdf（2015 年 12 月 
10 日取得）
7） フォトボルト・ディベロップメント・パートナー
ズ社 http://pvdp.eu/ja/（2015 年 12 月 10 日取得）
8） 瀬戸内 Kirei 太陽光発電所建設プロジェクト
http://www.setouchimegasolar.com/（2015 年
12 月 10 日取得）
9） ユーラスエナジーホールディングス http://www.
eurus-energy.com/press/index.php?pid=70




11） 社 会 技 術 開 発 セ ン タ ー http://www.ristex.jp/





13） 全 国 ご 当 地 エ ネ ル ギ ー 協 会 http://






年 12 月 10 日取得）
16） 株 式 会 社 東 京 商 工 リ サ ー チ https://www.
tsr-net.co.jp/news/analysis/20140813_01.
html お よ び https://www.tsr-net.co.jp/news/
analysis/20150827_01.html（2015 年 12 月 10
日取得）
17） 環 境 省 http://www.env.go.jp/policy/kinyu/
manual/index.html（2015 年 12 月 10 日取得）














22） 2012 年 7 月、北東北地方の地方銀行 D 社への聞
きとり調査。
23） 2012 年 7 月、北東北地方の地方銀行 E 社への聞
きとり調査。







































33） 2010 年 12 月、北東北地方の信用金庫 G 社への
聞きとり調査。
34） 2013 年 9 月、北東北地方の地方銀行 H 社への
聞きとり調査。

































































03_茅野_Vol6.indd   36 16/03/11   11:30
